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特許庁人工知能関連技術活用可能性検証プロジェクトチーム



アクション･プラン（令和4～８年度版）

特許庁 1
（※）各事業の取組は大まかな想定であり、開発の進捗状況や予算の状況、その他の諸情勢により、変更がありうる。



アクション･プランへの掲載を検討する事業（アクション･プラン別紙）

特許庁 2

下記の事業については、体制構築、ソリューション案の検討、技術水準の明確化、費用対効果の検討等、
必要な事前準備を進めた上で、所定の条件を満たす場合にアクション・プランに掲載する。

・電話・メール等の質問対応

・紙資料の電子化（テキスト化）

・商標の国際登録出願での指定商品役務の確認

・提出書類の閲覧禁止処理支援

・商標の識別性有無の示唆

（※）今後の検討状況によって、別紙への新たな事業の追加、アクション･プラン別紙からの事業の削除等の変更もありうる。


